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Ⅰ　問題提起

大手エネルギー会社エンロン（2001年12月

倒産）、大手通信会社ワールド・コム（2002

年７月倒産）による粉飾決算などを背景に、

2002年７月に制定されたアメリカの企業改革

法（サーベインズ・オクスリー法、Sarbanes-

Oxley Act、以下ＳＯＸ法とする）は、2004年

11月15日に終了する事業年度から一部の早期

適用企業を対象に適用がスタートした。その

後、各国ではアメリカのＳＯＸ法と同様の内

部統制制度の導入が検討され、または実際導

入されたケースもある。しかし、イギリス、

カナダではアメリカの内部統制制度の導入コ

ストが高いことを理由に、ＳＯＸ法と同様な

制度の導入を見送ることにした。またフラン

スやドイツで求められる内部統制報告書は、

アメリカで求められるような経営者による自

己評価ではなく、単なる事業報告の参考資料

として位置づけられている（注１）。これら

の国々と比較して、アジアを代表する日本、

韓国、中国はアメリカの内部統制制度を忠実

に見習う傾向がある。日本では2008年４月１

日より開始する事業年度から、全上場企業に

対し財務報告に係る内部統制の自己評価と外

部監査人による監査証明の提出が義務付けら

れている。韓国では2006年１月より開始する

事業年度から大手の上場企業に対し同様の自

己評価と監査証明が義務付けられ、2008年１

月からは非上場中小企業まで適用が拡大して

いる。中国でも少し遅れた導入ではあるが、

2011年１月１日より中国国内と海外の両証券

取引所に同時に上場している企業に対し内部

統制の自己評価および監査証明の提出が義務

付けられ、2012年１月１日からは上海や深

証券取引所のメインボードで上場している企

業にも拡大適用されている。

日本、韓国、中国の内部統制制度はアメリ

カのそれと比較して、自国の状況に合わせて

多少アレンジした部分はあるものの、基本的

にはアメリカのＣＯＳＯフレームワーク（注

２）を自国のフレームワークとし、アメリカ

で実施されている三点セットといわれる文書

化を行うことで内部統制制度を構築してい

る。このようなことから、当該制度は自国の

歴史の中で生成された内生的な制度ではな

く、外国から輸入してきた外生的な制度とし

てとらえることができよう。自国の長い歴史

の中で経路依存性を持って生成された制度で

あれば問題は別であるが、外生的な制度が自

国で定着するには、その制度から得られる便

益が十分大きいものでなければならない。
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「契約は、それに従って行動することが当事

者にとって引き合うとき－すなわち、取決め

を測定・執行する費用の点から、契約にした

がって行動することの便益がその費用を上回

るとき－自己執行的である」（North［1990］、

竹下訳［1994］74頁）。新しく導入された制

度が定着するには、契約と同じように、制度

の導入によって得られる便益がその制度の導

入および維持にかかる費用を上回る必要があ

る。本稿では内部統制制度の導入から得られ

る便益に焦点を当て、費用に関する検討は別

稿に譲りたい。ここでは内部統制制度の導入

から得られる便益を以下のように定義する。

中国における内部統制制度の目的が①業務の

有効性及び効率性を高めること、②財務報告

の信頼性を確保すること、③法令等の遵守を

促進すること、④資産の保全を図ること、⑤

企業戦略の実現を促進すること（注３）とな

っていることから、単純にこの５つの目的の

達成度合いを測定することで、当該制度の効

果を測ることができよう。５つの目的の達成

度合いを測定する具体的な項目として、不正

行為の発生件数の変化、監査法人の適正意見

が得られた財務諸表の割合の変化などがあ

る。しかし、中国の内部統制制度はまだ本格

的な導入の初期段階にあるため、上述した不

正行為の発生件数の変化などを持って効果を

測ることはまだ時期早尚である。本稿では制

度導入の現場で最も身近に内部統制制度の構

築にかかわっている人々がこの制度をどのよ

うに受け止めているのかを持って、制度の便

益もしくは効果を測ることにしたい。という

のは、内部統制制度の導入が自社の業務の効

率性の向上や財務諸表の信頼性の向上のため

に手助けになるかどうかは制度導入の現場に

いる人々が最も直感的に理解できると考えら

れるかである。本稿の目的は、とりわけ中国

における内部統制制度の導入についてその実

態を把握するとともに、制度導入の現場にい

る人々の内部統制制度の効果に対する意識を

検証することである。

本稿の構成は以下のとおりである。まず、

第Ⅱ節では各国において内部統制制度の導入

効果について分析した先行研究をレビューす

る。第Ⅲ節では中国の内部統制制度規範の概

要を紹介するとともに上海証券取引所におけ

る内部統制制度の導入状況を俯瞰する。第Ⅳ

節ではアンケート調査の結果に基づき、導入

の実態を把握し、導入効果に対する意識につ

いて分析を行う。第Ⅴ節ではアンケート調査

結果を要約し、本研究の貢献および限界を示

し、結びに代える。

Ⅱ　先行研究

まず中国以外の国における内部統制制度の

導入効果を論じた先行研究を取り上げる。こ

れらの研究のほとんどはアメリカのＳＯＸ法

の導入効果を論じたものであり、また投資家

の視点から分析が行われ、制度を導入する企

業側の視点から検討されたものは筆者が調べ

る限り見当たらなかった。Ashbaugh-Skaife

et al.［2009］ではＳＯＸ法の規制のもとで内

部統制上の不備を報告する企業はそうでない

企業より資本コストが高いとされ、Hossain

et al.［2011］ではＳＯＸ法の導入によって企

業の財務報告の品質が高まるとされている。

またAshbaugh-Skaife et al.［2008］では内部

統制上の不備を報告する企業はそうでない企

業より高い異常会計発生高を開示するとされ

ている。Wang［2010］はＳＯＸ法の導入に

よってＣＦＯと取締役会間の情報の非対称性

が軽減されるため取締役会がよいＣＦＯと悪

いＣＦＯを峻別する能力が高まり、その結果

ＳＯＸ法の導入後内部統制が機能している企

業ではＣＦＯの報酬が増加するが、そうでな

い企業ではＣＦＯの報酬が減額されると同時

にＣＦＯの離職率が高まると結論づけられて

いる。しかし、Ogneva et al.［2007］ではＳ

ＯＸの導入と資本コストの低下には直接的な
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関連がないとされている。また、Scheeider

et al.［2009］では内部統制に関する先行研究

の蓄積は膨大であるが、その中には内部統制

制度の導入によって会計不正が減少したか、

制度の導入コストを超えた効果が得られたか

などの問に答える研究は欠如しているとされ

ている。このように、アメリカにおけるＳＯ

Ｘ法の導入効果に関しては相反する研究結果

が混在している。

その一方で、Liu, H.［2011］はカナダのケ

ースを用いて、ＳＯＸ法404は財務報告の質

を高めるための唯一のアプローチではないと

されている。カナダでは財務報告に係る内部

統制報告がManagement Discussion and

Analysis（以下、ＭＤ＆Ａとする）の中に含

まれているが、当該ＭＤ＆Ａは経営者による

自己評価ではなく、外部監査人の監査証明も

受けない。しかし、ＭＤ＆Ａによって報告さ

れる内部統制上の不備は会計発生高と関連が

あることからＭＤ＆Ａによる内部統制情報の

開示は信頼性があるという結論が導かれてい

る。

以下は中国における内部統制制度の導入効

果を分析した先行研究である。中国の主要な

学術雑誌である『会計研究』（2000年１月期

～2011年12月期）および『審計研究』（2000

年１月期～2011年12月期）に掲載されている

内部統制に関する論文67編（「内部統制」を

キーワードとして検索したものである）をレ

ビューした結果、その中で内部統制制度の導

入効果を論じた先行研究は楊・陳［2009］で

あった。楊・陳［2009］によれば、2007年年

末時点で上海証券取引所上場企業862社のう

ち内部統制自己評価報告書を提出する企業は

144社（上場企業全体の16.7％）であった。内

部統制自己評価報告書を提出する企業のほう

がそうでない企業より財務諸表の信頼性が高

いという仮説から両者の財務諸表提出後の訂

正について検証したところ、内部統制報告書

を提出していない企業のうち150社が事後訂

正を行ったのに対し、内部統制報告書を提出

した企業のうち15社のみが訂正を行ったとさ

れている。外部監査人から適正意見を得られ

るか否かも財務報告の質を説明する重要な要

因の一つである。内部統制報告書未提出企業

の中で不適正意見の監査証明を得られた企業

が62社であるのに対し、内部統制報告書提出

企業は４社のみであった。以上から中国にお

ける内部統制制度の導入は効果があるとされ

ている。

Ⅲ　中国における内部統制制度
の導入

１．内部統制制度規範
中国の内部統制制度は、「企業内部統制基

本規範」（以下、基本規範とする）と当該基

本規範の実務指針となる「企業内部統制ガイ

ドライン」（以下、ガイドラインとする）で

構成されている。ガイドラインはまた「企業

内部統制応用ガイドライン」、「企業内部統制

評価ガイドライン」および「企業内部統制監

査ガイドライン」の三部分から構成されてい

る。基本規範は内部統制のフレームワークと

なり、第一章　総則、第二章　統制環境、第

三章　リスク評価、第四章　コントロール、

第五章　情報と伝達、第六章　モニタリング、

第七章　附則の内容で構成されている。「企

業内部統制応用ガイドライン」は財政部より

現在21の項目のうち18項目のみが公布されて

おり、残りの３項目は銀行、証券および保険

業にかかわるもので、まだ公布されていない。

「企業内部統制評価ガイドライン」は「企業

内部統制応用ガイドライン」と同様に財政部

により制定され、経営者が内部統制の年度評

価を行う際の指針を提供している。「企業内

部統制監査ガイドライン」は中国会計士協会

（ＣＩＣＰＡ）により制定され、監査法人が

内部統制報告書の監査を行う際の指針を提供

している。



上述の基本規範とガイドラインがすべて整

備されたのは、2010年４月に「企業内部統制

監査ガイドライン」が公布されたときである

が、制度制定と実施が段階的に行われている

ため、その過程を振り返ることで本稿が調査

分析を行った時点での制度を確認したい。

2008年５月に財政部と証券監督管理委員会、

審計署（日本の監査院に相当する）、国家資

産監督管理委員会、銀行業監督管理委員会、

保険監督管理委員会の共同で基本規範が公布

され、2009年７月１日より上場企業に対し内

部統制の自己評価が義務付けられている。た

だし、この時点では上海や深 の証券取引所

に新規上場する企業に対しＩＰＯ（新規

株式公開）時のみに内部統制報告書に対

する監査証明（以下、監査報告書とする）

の提出が求められており、上場を果たし

た後の監査報告書に関してはまだ任意提

出となっていた。2010年４月にガイドラ

インが公布され、当該ガイドラインはま

ず2011年１月１日から中国国内と海外の

両証券取引所に同時に上場している企業

を対象に実施され、2012年１月１日から

は上海や深 の証券取引所で上場してい

る企業にも拡大適用されることになって

いる。そのガイドラインの一つである

「企業内部統制監査ガイドライン」では、

毎年度末に行った内部統制有効性の自己

評価について監査報告書を提出しなけれ

ばならないとされている。したがって、

本稿が2011年７月にアンケート調査を行

った時点で公開されている2010年12月31

日を基準日とする監査報告書は企業が自

発的に早期提出したものである。

２．上海証券取引所における内
部統制制度導入の実態（注４）
2011年９月15日現在、上海証券取引所

上場企業922社の中で内部統制報告書

（注５）を提出している企業は467社（上

場企業全体の50.7％）、そのうち内部統制監査

報告書を提出している企業は142社となって

おり、内部統制報告書を提出する企業の

30.4％を占めている（上場企業全体の15.4％）。

表１は監査報告書を早期提出する企業の業種

別分布を示したものである。表１から全上場

企業のうち15.4％の企業が自発的に監査報告

書を提出していることがわかる。また、監査

報告書を提出する企業数を業種別で見た場

合、農林水産業と金融・保険業はそれぞれの

上場企業数の35％以上が監査報告書を提出し

ており、積極的に内部統制情報を開示してい

る（表１の割合Ｂを参照）。

出所：上海証券取引所ＨＰ上の開示情報をもとに筆者
作成

注①：「上場企業」は2011年９月15日現在、上海証券
取引所で上場している企業数をさす。

注②：「監査報告書提出企業」の企業数は2011年９月
15日現在、上海証券取引所のＨＰから2010年12
月31日を基準日とする内部統制監査報告書の提
出が確認できた企業数をさす。割合Ａは各業界
の監査報告書提出企業数が監査報告書提出企業
全体の中で占める割合をさす。割合Ｂは、各業
界の監査報告書提出企業数がそれぞれの業界の
上場企業数の中で占める割合をさす。
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表１：内部統制監査報告書提出企業の業種別割合
（2011年9月15日現在） （単位：社、％）

Ａ．農林水産

Ｂ．鉱業

Ｃ．製造

Ｄ．電力・ガス・水

Ｅ．建設

Ｆ．交通・運輸

Ｇ．情報技術

Ｈ．卸売と小売

Ｉ．金融・保険

Ｊ．不動産

Ｋ．サービス業

Ｌ．メディアと文化

Ｍ．総合

合　計

上場企業①

20

31

477

47

27

51

44

63

29

64

21

11

37

922

企業数

7

5

55

8

5

11

8

11

11

10

5

3

3

142

割合Ａ

4.9％

3.5％

38.7％

5.6％

3.5％

7.7％

5.6％

7.7％

7.7％

7.0％

3.5％

2.1％

2.1％

100％

割合Ｂ

35.0％

16.1％

11.5％

17.0％

18.5％

21.6％

18.2％

17.5％

37.9％

15.6％

23.8％

27.3％

8.1％

15.4％

監査報告書提出企業②
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Ⅳ　アンケート調査

１．調査の概要
本アンケートは2011年７月に、上海国家会

計学院（注６）で国有企業（注７）の総会計

師（注８）を対象として行われた研修セミナ

ーにおいて、その受講生に対し実施したもの

である。回答者数170社の中で国有企業もし

くは国有持株企業が166社、残りの４社は国

有企業と合弁で設立された外資系企業であ

る。また回答企業は沿岸部の発展地域など特

定地域に集中するのではなく、中国の28の地

域（中国本土には省、自治区、直轄市、特別

行政区を含んだ32の地域がある）に跨ってい

るので、中国全土の状況に近い結果を反映し

ていると考えられる。回答企業の業種に関し

ては、割合の多い順で工業が62％、建設業が

13％、通信業８％、交通・運輸業が７％、そ

の他が10％を占めている。企業規模を資産総

額、売上高および従業員数で見た場合、ほと

んどが大中規模の企業に該当する（注９）。

以上からわかるように、本調査は中国全土に

分布している大中規模の国有企業もしくは国

有持株企業における内部統制制度の実施状況

を反映している。

回答者のうち財務経理、内部統制、内部監

査部門の責任者もしくは担当者が９割を占め

（ＣＦＯが８％、総会計師が10.3％、財務マネ

ージャが39.7％、財務担当者が27.6％）、残り

の１割は取締役、総経理やその他である。９

割が財務経理、内部統制、内部監査のうちい

ずれかの業務に携わっていることから、ほと

んどの回答者が内部統制制度導入の現場で中

心的役割を果たすポジションにおり、回答の

信頼性は高いと考えられる。上述したアンケ

ート概要の詳細は参考資料１を参照されたい。

２．調査の質問と回答
調査の質問と回答は必要に応じて、本文中

と参考資料に掲載している。

３．調査結果
①　内部統制報告書提出企業と監査報告書

提出企業

アンケート調査の対象となった170社のう

ち内部統制報告書を提出している企業が107

社（調査対象企業全体の63％）、その中でさ

らに監査報告書を提出している企業が62社

（内部統制報告書提出企業数の58％）であっ

た。データの詳細は参考資料２を参照された

い。以下はどういった企業が内部統制報告書

および監査報告書を積極的に開示しているの

か、また内部統制制度の導入をどのように受

け止めているのかを検証したものである。

②　業種と内部統制情報の開示姿勢

内部統制報告書提出企業の中で工業（注

10）、建設業、通信業、交通・運輸業の企業

が90.7％を占め、監査報告書を提出する企業

の中でも同業種の企業が95.2％を占めている

（表２を参照）。工業企業105社のうち63社が

内部統制報告書、43社が監査報告書を提出し、

建設業企業22社のうち11社が内部統制報告

書、６社が監査報告書を提出している。また

通信業企業14社のうち12社が内部統制報告

書、６社が監査報告書を提出し、交通・運輸

業企業13社のうち11社が内部統制報告書、４

社が監査報告書を提出している。

③　地域と内部統制情報の開示姿勢

地域でみた場合、内部統制報告書を提出す

る企業は中国全土のほとんどの地域に分布し

ているが、提出企業数の多い順で並べると北

京、上海、湖北省、山東省、四川省、湖南省、

内蒙古自治区、重慶となっており、これらの

地域での分布数が内部統制報告書提出企業全

体の56.1％を占めている（表３を参照）。

④　企業歴史と内部統制情報の開示姿勢

企業の設立年度を年代別（10年度で区切る）

で見た場合、90年代以降設立された企業が内

部統制報告書を提出する企業107社のうち

54.2％（58社）を占めている（表４を参照）。

これは90年代以降、国有企業の中の優良組織



取締 

役 

1 

0.6%

総経 

理 

4 

2.3%

CFO
 

 

14 

8.0%

総会 

計師 

18 

10.3%

財務 

マネージャ 

69 

39.7%

財務 

担当者 

48 

27.6%

内部統制 

構築担当者 

4 

2.3%

監査役会 

責任者 

0 

0%

監査役会 

担当者 

1 

0.6%

有効 

回答 

163 

93.7%

無回答
 

 

11 

6.3%

合計 

注 

174  

100%

内部統制 

構築責任者 

4 

2.3%
注：174人のうち４人は兼任者である。財務マネージャと内部統制制度構築責任者の兼任者が２人、財務マネージャと
内部統制制度構築担当者の兼任者が１人、財務マネージャと監査役会担当者の兼任者が１人である。 

＜アンケート回答者の職種別サンプル数＞ （単位：人、％）

小規模 
（300人以下） 

41 
24.1%

中規模 
（300～2,000人以下） 

51 
30.0%

大規模 
（2,000人以上） 

76 
44.7%

有効回答
 

 

168 

98.8%

無回答
 

 
2 
1.2%

合計
 
 
170 
100%

＜調査対象企業の規模別（従業員）サンプル数＞　 （単位：社、％）

北京 
16 
9.4% 
黒竜江 
5 
2.9% 
河南 
1 
0.6%

上海 
15 
8.8% 
広東 
5 
2.9% 
雲南 
1 
0.6%

湖北 
13 
7.6% 
浙江 
4 
2.4% 
山西 
1 
0.6%

四川 
10 
5.9% 
江蘇 
3 
1.8% 
寧夏 
1 
0.6%

山東 
9 
5.3% 
新疆 
3 
1.8% 
青海 
1 
0.6%

湖南 
8 
4.7% 
天津 
3 
1.8% 
マカオ 
1 
0.6%

甘粛 
7 
4.1% 
福建 
3 
1.8% 
不明 
2 
1.2%

内蒙古 
7 
4.1% 
河北 
3 
1.8%

陜西 
6 
3.5% 
貴州 
3 
1.8%

遼寧 
5 
2.9% 
江西 
2 
1.2% 
無回答 
25 
14.7%

重慶 
5 
2.9% 
安徽 
2 
1.2% 
合計 
170 
100%

有効回答 

145 

85.3%

＜調査対象企業の地域別サンプル数＞　 （単位：社、％）
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国有企業 
125 
74.0%

国家持株企業 
41 
24.3%

外国投資企業 
4 
2.4%

集体企業 
0 
0%

私営企業 
0 
0%

有効回答 

170 

100%

合計 
170 
100%

＜調査対象企業の属性別サンプル数＞ （単位：社、％）

工業 
105 
61.8% 
不動産 
1 
0.6%

建設業 
22 
12.9% 
金融業 
0 
0%

通信業 
14 
8.2% 
小売業 
0 
0%

交通・運輸業 
13 
7.6% 
郵便業 
0 
0%

旅行業 
2 
1.2% 
その他 
8 
4.7%

卸売業 
1 
0.6% 

有効回答 

168 

98.8%

ホテル・飲食業 
1 
0.6% 
無回答 
2 
1.2%

ＩＴ業 
1 
0.6% 
合計 
170 
100%

＜調査対象企業の業種別サンプル数＞　 （単位：社、％）

小規模 
（40百万元以下） 

2 
1.2%

中規模 
（40百万～400百万元以上） 

34 
20.0%

大規模 
（400百万元以上） 

133 
78.2%

有効回答
 

 

169 

99.4%

無回答 
 
1 
0.6%

合計 
 
170 
100%

＜調査対象企業の規模別（総資産額）サンプル数＞　 （単位：社、％）

参考資料１：

小規模 
（30百万元以下） 

4 
2.4%

中規模 
（30百万～300百万元） 

30 
17.6%

大規模 
（300百万元以上） 

133 
78.2%

有効回答
 

 

167 

98.2%

無回答
 

 
3 
1.8%

合計
 
 
170 
100.0%

＜調査対象企業の規模別（売上高）サンプル数＞　 （単位：社、％）
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を株式会社化し上場させた歴史的経緯と関係

していると考えられる。

⑤　内部統制制度の実施効果

表５は内部統制制度の実施効果を示したも

提出している 
107 
62.9%

現在構築中 
1 
0.6%

提出していない 
46 
27.1%

わからない 
12 
7.1%

有効回答 

166 

97.6%

無回答 
4 
2.4%

合計 
170 
100%

＜内部統制報告書提出企業＞ （単位：社、％）

提出している 
62 
57.9%

提出していない 
27 
25.2%

わからない 
17 
15.9%

有効回答 

106 

99.4

無回答 
1 
0.9%

合計 
107 
100%

＜監査報告書提出企業＞ （単位：社、％）

参考資料２：

 
 

全体
 
 

内部統制 
報告書 
監査 
報告書 

工業 
 
105 
61.8% 
63 
58.9% 
43 
69.4%

建設業
 

 
22 
12.9% 
11 
10.3% 
6 
9.7%

通信業
 

 
14 
8.2% 
12 
11.2% 
6 
9.7%

交通・ 
運輸業 
13 
7.6% 
11 
10.3% 
4 
6.5%

旅行業
 

 
2 
1.2% 
2 
1.9% 
0 
0%

卸売業
 

 
1 
0.6% 
1 
0.9% 
0 
0%

ホテル・ 
飲食業 
1 
0.6% 
1 
0.9% 
0 
0%

ＩＴ
 
 
1 
0.6% 
1 
0.9% 
0 
0%

その他
 

 
9 
5.3% 
5 
4.7% 
3 
4.8%

有効 

回答 

168 

98.8% 

107 

100% 

62 

100%

無回答
 

 
2 
1.2% 
0 
0% 
0 
0%

合計 
 
170 
100% 
107 
100% 
62 
100%

表２：業種と内部統制情報開示状況のクロス集計 （単位：社、％）

 

全体
 
 

内部統制 
報告書 
 

全体
 
 

内部統制 
報告書 
 

全体
 
 

内部統制 
報告書 

重慶 
5 
2.9% 
5 
4.7% 
安徽 
2 
1.2% 
1 
0.9% 
合計 
170 
100% 
107 
100%

遼寧 
5 
2.9% 
2 
1.9% 
江西 
2 
1.2% 
1 
0.9% 
無回答 
25 
14.7% 
15 
14.0%

陜西 
6 
3.5% 
1 
0.9% 
貴州 
3 
1.8% 
2 
1.9%

内蒙古 
7 
4.1% 
6 
5.6% 
河北 
3 
1.8% 
2 
1.9%

甘粛 
7 
4.1% 
4 
3.7% 
福建 
3 
1.8% 
2 
1.9% 
不明 
2 
1.2% 
0 
0%

湖南 
8 
4.7% 
6 
5.6% 
天津 
3 
1.8% 
2 
1.9% 
マカオ 
1 
0.6% 
1 
0.9%

山東 
9 
5.3% 
9 
8.4% 
新疆 
3 
1.8% 
2 
1.9% 
青海 
1 
0.6% 
0 
0%

四川 
10 
5.9% 
6 
5.6% 
江蘇 
3 
1.8% 
1 
0.9% 
寧夏 
1 
0.6% 
1 
0.9%

湖北 
13 
7.6% 
9 
8.4% 
浙江 
4 
2.4% 
2 
1.9% 
山西 
1 
0.6% 
0 
0.0%

上海 
15 
8.8% 
9 
8.4% 
広東 
5 
2.9% 
2 
1.9% 
雲南 
1 
0.6% 
1 
0.9%

北京 
16 
9.4% 
10 
9.3% 
黒竜江 
5 
2.9% 
4 
3.7% 
河南 
1 
0.6% 
1 
0.9%

有効回答 

145 

85.3% 

92 

86.0%

表３：地域と内部統制情報開示状況のクロス集計 （単位：社、％）

 

全体
 
 

内部統制 
報告書 

合計 
170 
100% 
107 
100%

無回答 
17 
10.0% 
11 
10.3%

不明 
1 
0.6% 
1 
0.9%

有効回答 

152 

89.4% 

95 

88.8%

10 
5 
2.9% 
5 
4.7%

00 
57 
33.5% 
39 
36.4%

90 
26 
15.3% 
14 
13.1%

80 
8 
4.7% 
5 
4.7%

70 
5 
2.9% 
2 
1.9%

60 
15 
8.8% 
8 
7.5%

50 
32 
18.8% 
19 
17.8%

1880 
1 
0.6% 
1 
0.9%

40   
3 
1.8% 
2 
1.9%

① 

注①：「1880」は1880年をさす。「40」は1940年代を意味し、それ以降も同様である。 

表４：企業歴史と内部統制情報開示状況のクロス集計 （単位：社、％）
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のである。効果を測る設問は中国の内部統制

基本規範における内部統制目的に基づいて作

成した（設問項目は表６を参照）。ここでは

内部統制制度を導入している企業がアメリカ

から輸入してきた内部統制制度をどのように

受け止めているのかその意識調査を持って制

度導入の効果を測ることにしたい。

アンケート結果の全体的な傾向としては効

果があるという肯定的な回答（強い肯定を示

す回答１「そう思う」と、弱い肯定を示す回

答２「ややそう思う」の合計）がおおよそ

90％を占める。もう少し踏み込んでみると、

ＣＯＳＯにおける内部統制の四つの目的のう

ち「財務報告の信頼性の向上」、「法令等の遵

守の促進」、「資産の保全の確保」（問１～問

５）については、強い肯定を示す回答１が約

60％、弱い肯定を示す回答２が約30％となっ

ている。しかし「業務の有効性と効率性の向

上」に目を向けると（問６～問７）、業務フ

ローの明確化については強い肯定が59％、弱

い肯定が35％となっているものの、業務の効

率性と有効性については強い肯定の割合が

 
回答1 
回答2 
回答3 
回答4 

有効回答率 

有効回答者 
無回答 
合計 

問10 
33.6% 
57.0% 
9.3% 
0% 
100% 

107 
0% 
100%

問９ 
33.6% 
44.9% 
14.0% 
7.5% 
100% 

107 
0% 
100%

問８ 
34.6% 
47.7% 
11.2% 
6.5% 
100% 

107 
0% 
100%

問７ 
58.9% 
34.6% 
5.6% 
0.9% 
100% 

107 
0% 
100%

問６ 
37.4% 
46.7% 
14.0% 
1.9% 
100% 

107 
0% 
100%

問５ 
62.6% 
30.8% 
3.7% 
2.8% 
100% 

107 
0% 
100%

問４ 
61.7% 
26.2% 
9.3% 
2.8% 
100% 

107 
0% 
100%

問３ 
57.0% 
39.3% 
2.8% 
0.9% 
100% 

107 
0% 
100%

問２ 
62.6% 
34.6% 
1.9% 
0.9% 
100% 

107 
0% 
100%

問１ 
62.6% 
33.6% 
0.9% 
0.9% 
98.1% 

105 
1.9% 
100%

表５：内部統制制度実施効果 （単位：社、％）

問１　内部統制制度の構築を通じて、社内のコンプライアンス体制が強化されたと思いますか。 

　回答１　そう思う　　回答２　少し強化されたと思う　 回答３　そう思わない　 回答４　わからない 

問２　内部統制制度の構築を通じて、社内の資産保全の体制が強化されたと思いますか。 

　回答１　そう思う 回答２　少し強化されたと思う 回答３　そう思わない 回答４　わからない 

問３　内部統制制度の構築を通じて、社内のリスク管理体制が強化されたと思いますか。 

　回答１　そう思う　 回答２　少し強化されたと思う　 回答３　そう思わない 回答４　わからない 

問４　内部統制制度の構築を通じて、社内の財務報告の信頼性が高まったと思いますか。 

　回答１　そう思う　 回答２　少し高まったと思う 回答３　そう思わない 回答４　わからない 

問５　内部統制制度の構築を通じて、社内の財務報告に対する意識が高まったと思いますか。 

　回答１　そう思う　 回答２　少し高まったと思う　 回答３　そう思わない 回答４　わからない 

問６　内部統制制度の構築を通じて、社内の経営効率と効果が高まったと思いますか。 

　回答１　そう思う　 回答２　少し高まったと思う 回答３　そう思わない 回答４　わからない 

問７　内部統制制度の構築を通じて、社内の業務フローがより明確になったと思いますか。 

　回答１　そう思う　 回答２　少し明確になったと思う　 回答３　そう思わない 回答４　わからない 

問８　内部統制制度の構築を通じて、社内の企業戦略が促進されたと思いますか。 

　回答１　そう思う　 回答２　少し促進されたと思う 回答３　そう思わない 回答４　わからない 

問９　内部統制制度の構築を通じて、社内の企業価値が高まったと思いますか。 

　回答１　そう思う　 回答２　少し促進されたと思う 回答３　そう思わない 回答４　わからない 

問10　社内の内部統制制度が十分機能していると思いますか。 

　回答１　そう思う　 回答２　少し機能していると思う　　回答３　そう思わない  回答４　わからない 

表６：表５におけるアンケート項目の抜粋
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37％、弱い肯定の割合が47％となっており、

他の項目と比べて効果が弱い結果となってい

る。中国独自の内部統制目的とされている

「企業戦略の強化」や「企業価値の向上」の

質問（問８～問９）に関しては、全体的には

肯定的ではあるものの、強い肯定の割合が

34％、弱い肯定の割合が45％であった。

社内の内部統制制度が十分機能していると

思うかについて質問（問10）したところ、強

い肯定の回答１が34％、弱い肯定の回答２が

57％、否定的な回答３の割合が９％を占めて

いた。総じて言えば、内部統制制度の導入に

効果があると回答している人が９割以上を占

めることから、内部統制制度の導入は効果が

あると認識されていることがわかる。制度導

入の初期段階にあるため内部統制制度はまだ

十分定着しているとは言えないが、今後の変

化に注目したい。

Ⅴ　結びに代えて　

１．要約
以下、アンケート調査結果を要約する。

2010年12月31日を基準日とする内部統制報告

書を提出する企業107社のうち、内部統制監

査報告書を早期に提出している企業は62社で

あった。業種別でみた場合、工業、建設業、

通信業、交通・運輸業の企業が内部統制報告

書提出企業の割合で上位90.7％を占め、企業

の設立年代別でみた場合、90年代以降に設立

された企業が内部統制報告書提出企業の

54.2％を占め、また地域別でみた場合、北京、

上海、湖北省、山東省、四川省、湖南省、内

蒙古自治区、重慶が上位56.1％を占めていた。

制度の導入効果に関しては、概ね効果がある

ことが確認できた。これは中国の内部統制に

関する先行研究の結果と一致している。

２．貢献
従来の先行研究は投資家の立場に立って企

業の外側から観察し、内部統制制度導入の効

果を論じているのに対し、本研究は内部統制

制度を導入する企業の立場に立って、制度導

入の現場の視点から制度の実施効果を考察し

ている。自社に導入された制度が機能してい

るかどうかは、企業外部の人よりも内部の

人々がより実態を把握していることは自明で

ある。その意味で、本研究は従来の先行研究

とはまったく異なる視点から、実態に基づい

て内部統制制度の導入効果を考察したところ

が本研究の貢献であると考えられる。

３．限界
本アンケートは内部統制制度の早期適用段

階にある企業を調査分析したものであり、当

該研究結果をもって今後の拡大適用に示唆を

与える意味では有益であるが、制度導入の全

般的な効果を測るにはまだ時期尚早である。

また、内部統制制度の導入効果の根拠を企業

の制度導入の現場にいる人々の受け止め方に

依拠しているが、政府から強制適用される規

範に対し否定的な見解を示すのに心理的抵抗

が潜む可能性を排除できなかった点も本研究

の限界の一つとして指摘できよう。

（注１）詳しくは、高田［2010］を参照され

たい。

（注２）ＣＯＳＯフレームワークは、ＣＯＳ

Ｏ（Committee of Sponsoring Organizations

of the Treadway Commission、アメリカ公

認会計士協会、アメリカ会計学会、財務担

当経営者協会、内部監査人協会、管理会計

士協会の五つの団体で構成された不正な財

務報告防止のため組織されたトレッドウェ

イ委員会組織委員会）が1992年と1994年に

公表した内部統制に関する報告書のことで

ある。当該報告書では、内部統制は業務の

有効性と効率性、財務報告の信頼性、関連

法規の遵守を目的として合理的な保証を提

供することを意図した、事業体の取締役会、
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経営者およびその他の構成員によって遂行

される一つのプロセスであると定義されて

いる。また、ＣＯＳＯフレームワークでは、

「統制環境」、「リスク評価」、「統制活動」、

「情報と伝達」および「モニタリング」を、

上述した三つの目的を達成するための構成

要素としている。

（注３）上述したようにＣＯＳＯフレームワ

ークでは①から③までが内部統制の目的と

なっているが、日本では①から④までが内

部統制の目的となっている。

（注４）内部統制報告書および監査報告書の

提出状況は上海証券取引所のHPから調査、

集計したものである。調査時点で深 証券

取引所のHPには関連情報が公開されてい

なかったため、ここでは上海証券取引所の

導入状況のみを紹介する。

（注５）内部統制報告書の名称としてほとん

どの企業が「内部統制自己評価報告書」と

表記しているが、「内部統制実施案」、「内

部統制制度」と表現している企業も少数で

はあるが存在する。ここではこれらすべて

を含めて内部統制報告書とする。

（注６）上海国家会計学院は中国の国有企業

や国有持株企業において財務経理業務に携

わる人材の再教育に重点を置いた教育機関

である。詳細に関しては、孫［2007］を参

照されたい。

（注７）狭義の意味での国有企業とは企業の

全資産を国家が所有する企業であり、国有

持株企業とは企業全資産のうち国有資産の

割合が最も大きい企業である。本稿で両者

を区別せず、単に国有企業と表記する場合

は両者の意味を含めた広義の意味で用い

る。

（注８）総会計師は、国有企業における会計

責任者をさす。

（注９）企業規模の区分は中国の国家経済貿

易委員会、国家発展委員会、財政部、国家

統計局が共同で公布した「中小企業区分基

準に関する暫定規定」（国経貿中小企

［2003］143号）による。工業企業の場合、

資産規模400百万元以上、売上高300百万元

以上、従業員数2,000人以上が大規模企業、

資産規模40－400百万元以下、売上高30－

300百万元以下、従業員数300－2,000人以下

が中規模企業、それ以下は小規模企業であ

る。

（注10）工業は製造業、電気・ガス・水業、

鉱業を含む。
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